
 

行政機関等が保有するパーソナルデータに関する研究会開催要領 

 

１．目的 

  「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱」（平成 26 年６月 24 日高度情

報通信ネットワーク社会推進戦略本部決定）において示されている方針の下、行政機

関及び独立行政法人等（以下「行政機関等」という。）が保有するパーソナルデータ

について、その特質を踏まえた専門的な調査・検討を行うため、「行政機関等が保有

するパーソナルデータに関する研究会」（以下「研究会」という。）を開催する。 

 

２．検討事項 

 （１）行政機関等が保有するパーソナルデータの特質を踏まえた、利活用可能となり

得るデータの範囲、類型化及び取扱いの在り方 

 （２）行政機関等が保有するパーソナルデータの特質を踏まえた、保護対象の明確化

及び取扱いの在り方 

 （３）（１）及び（２）に関する調査・検討等を踏まえた、総務大臣の権限・機能等

と第三者機関の関係 

 

３．構成及び運営 

 （１）研究会は、総務省行政管理局長が開催する。 

 （２）研究会の構成員は、別紙のとおりとする。 

 （３）研究会に座長を置き、座長は、構成員の互選により定める。 

 （４）座長は、研究会を招集し、主宰する。座長が不在のときは、そのあらかじめ指

名する座長代理がその職務を代行することができる。 

 （５）座長は、必要があると認めるときは、関係者等の出席を求め、意見を聴くこと

ができる。 

 （６）研究会は、公開とする。ただし、座長が公開することにより支障があると認め

るときは、非公開とすることができる。また、議事要旨を作成し、研究会終了後

速やかに公開する。 

 （７）研究会で配布された資料は、研究会終了後速やかに公開する。ただし、座長が

公開することにより支障があると認めるときは、資料の全部又は一部を非公開と

することができる。 

 （８）座長は、上記のほか、研究会の運営に関し必要な事項を定める。 

 

４．庶務 

  研究会の庶務は、総務省行政管理局情報公開・個人情報保護推進室において処理す

る。 



（別紙） 

 

行政機関等が保有するパーソナルデータに関する研究会構成員名簿 

（敬称略、五十音順） 
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【オブザーバー】 

 

  個人情報保護委員会事務局 
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